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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】
　

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第23期

中間連結会計期間
第24期

中間連結会計期間
第23期

会計期間
自 2025年４月１日
至 2025年９月30日

自 2026年４月１日
至 2026年９月30日

自 2025年４月１日
至 2026年３月31日

営業収益 (百万円) 22,202 23,133 44,099

経常利益 (百万円) 1,229 1,046 2,131

親会社株主に帰属する
中間（当期）純利益

(百万円) 822 15,633 1,375

中間包括利益又は包括利益 (百万円) 1,051 16,224 3,510

純資産額 (百万円) 30,937 47,972 32,727

総資産額 (百万円) 43,681 72,366 53,979

１株当たり中間（当期）純利益 (円) 47.30 895.76 79.00

潜在株式調整後１株当たり
中間（当期）純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 70.8 66.3 60.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 577 1,543 2,393

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △721 11,640 △4,448

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,658 △6,596 2,154

現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高

(百万円) 8,518 17,084 10,394
 

(注) １　当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２ 当社は、2026年４月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。これに伴

い、第23期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり中間（当期）純利益を算定してお

ります。また、当該指標は自己株式を控除して算出しております。

３　潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

４　2026年２月17日に行われた株式会社ニューテックとの企業結合について、当中間連結会計期間に暫定的

な会計処理の確定を行っており、第23期の関連する主要な経営指標等については、暫定的な会計処理の

確定の内容を反映させております。詳細は、「第４　経理の状況　１　中間連結財務諸表　注記事項

（企業結合等関係）」をご参照ください。

 

２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当企業グループにおいて営まれている事業の内容について、重要な変更はありま

せん。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間における、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資家

の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリ

スク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当企業グループが判断したものであ

ります。

 
(1) 財政状態及び経営成績の状況

当中間連結会計期間のわが国の経済は、賃上げ等を背景に雇用・所得環境が改善し、企業の設備投資にも持ち直

しの動きが見られる等、景気は緩やかな回復基調で推移しました。一方で、中東情勢を巡る不確実性を背景とした

原油価格、原材料価格の上昇、日本銀行の政策金利引き上げに伴う金融資本市場や為替相場の変動等もあり、経済

活動への影響が見られました。さらに、AIの普及拡大に伴う半導体価格をはじめとした原材料の高騰や需給逼迫な

ど当社のサプライチェーンに与えるリスクが想定される先行き不透明な状況で推移しました。

このような経済環境の中で、当企業グループは、2026年６月５日に新たに「中期経営計画（2026-2029）『変革か

ら成長へ』」を公表しました。

新たな中期経営計画では、ビジョンに立ち返るとともに、モノづくりの強みを徹底的に活かすことを戦略の主軸

に置きつつ、足元の事業環境および経営課題を踏まえ、前中期経営計画の最終年度である2026年度を「事業構造変

革期」、2027年度から2029年度を「成長軌道回帰期」と位置づけました。

「事業構造変革期」である当連結会計年度においては、経営基盤の強靭化に向け、ネクストキャリア支援制度

（転進支援制度）の導入や人事制度の見直しなどの人事施策に加え、AIの普及拡大に伴う半導体価格の上昇に対応

するため、調達コストの削減や生産性向上などを実施し、コスト構造の抜本的な改革に取組んでおります。加え

て、BCP投資として、開発からサービスまでを一貫して担うモノづくり拠点である「米沢アドバンスドファクトリー

構想」の第一弾を推進しております。

当企業グループは、プロダクト、EMS、デバイス、システムの重点４事業において「現場価値を実装するニッチ

トップ企業」となることを目指し、各事業でニッチトップ戦略を推進し差別化を図ってまいります。

 
当中間連結会計期間において当企業グループは、次の取組みを行いました。

 
＜事業構造変革重点施策＞

・従業員の企業価値向上への意識およびエンゲージメントを高めるとともに、優秀な人材の確保・定着を図る

ことを目的として、「株式給付信託（J-ESOP）」の導入に向けた検討を開始（2026年６月）

・従業員の多様な働き方とライフプランに対応するため、確定給付年金制度から確定拠出年金制度への移行に

向けた検討を開始することを決議（2026年６月）

・当社および連結子会社であるサクサテクノ株式会社は、人員の適正化およびその戦略的再配分を行うため、

ネクストキャリア支援制度を実施した結果、募集人数120名に対し138名が利用（2026年９月）

 
＜重点事業領域における成長戦略＞

・システム事業において、当社および連結子会社である株式会社システム・ケイは、クラウド録画サービスで

シェアNo.１の映像プラットフォームを展開するセーフィー株式会社と、社会課題の解決と新たな提供価値の

創出を目的とした映像ソリューション領域における戦略的業務提携に関する基本合意書を締結（2026年６

月）

・EMS事業において、「米沢アドバンスドファクトリー構想」の第一弾として、老朽化した工場を譲渡する方針

を決定するとともに、当社が保有する米沢事業場の譲渡に係る競争入札による公募を開始（2026年７月）

し、当該工場の生産機能を移管する新工場の建設に着工（2026年８月）
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＜株主還元＞

・2027年度以降の配当方針について、株主の皆様への積極的な還元と資本効率の向上を目指し、DOE（株主資本

配当率）4.0％または総還元性向100.0％のいずれか高い方（ただし、総還元性向については、当期純利益か

ら税金負担分を考慮した特別損益合計額控除後の額を基準とする。）とすることを決定（2026年６月）

なお、当社は、投資家の皆様がより投資しやすい環境を整え、投資家層の拡大と当社株式の流動性の向上

を図ることを目的に、2026年３月31日を基準日として、普通株式１株につき３株の割合で株式分割を実施

（効力発生日：2026年４月１日）

・2026年９月30日を基準日とする中間配当について、１株当たり22円の普通配当に特別配当39円を加え、１株

当たり61円の中間配当を実施予定（配当支払開始予定日：2026年12月14日）

 
＜ガバナンスの強化＞

・株主・投資家の皆様との対話を強化し、開示情報の拡充・充実を図るため、IR部門として当社経営企画部内

にコーポレートコミュニケーショングループを新設（2026年４月）

・取締役会の監督機能強化とコーポレートガバナンスの実効性をより一層高めるため、監査等委員会設置会社

への移行に伴う定款変更を実施（2026年６月）

・取締役と株主の皆様との価値共有を促進し、コーポレートガバナンスの強化を図るため、株式報酬制度に基

づく譲渡制限付株式としての自己株式処分を実施し、払込手続を完了（2026年７月）

・重点４事業の迅速な意思決定を支えつつ、全社最適の視点で投資判断を管理し、責任明確化や進捗管理・評

価の充実を図るため、当社内に「投資委員会」を設置（2026年７月）

 
当中間連結会計期間の営業収益は、23,133百万円（前年同中間期比930百万円増）となりました。

利益面では、営業収益は増加しましたが、売上原価が1,019百万円、販売費及び一般管理費が172百万円増加し

たことにより、経常利益は1,046百万円と前年同中間期に比べ182百万円の減益となりました。親会社株主に帰属

する中間純利益は、事業構造変革重点施策であるネクストキャリア支援制度の実施に伴う事業構造改善費用1,402

百万円を特別損失として計上（第１四半期に計上した事業構造改善引当金繰入額1,269百万円から133百万円増

加）したものの、神奈川県相模原市の土地を売却し固定資産売却益23,177百万円を特別利益として計上したこと

により、15,633百万円と前年同中間期と比べ14,810百万円の増益となりました。

 
事業別の営業の概況は以下のとおりです。

プロダクト事業の営業収益は、12,076百万円と前年同中間期と比べ489百万円の減収となりました。主な要因は、

ネットワーク機器の増加はあったものの、ビジネスホンおよび防犯防災が減少したことによるものです。

EMS事業の営業収益は、2,857百万円と前年同中間期と比べ1,575百万円の減収となりました。主な要因は、特定顧

客向け受託製造が減少したことによるものです。

デバイス事業の営業収益は、2,439百万円と前年同中間期と比べ２百万円減とほぼ横ばいとなりました。主な要因

は、有機ELデバイスの受注が前年同中間期並みで推移したことによるものです。

システム事業の営業収益は、5,759百万円と前年同中間期と比べ2,996百万円の増収となりました。主な要因は、

2026年２月17日付で連結子会社化した、株式会社ニューテックの業績を当中間連結会計期間の期首より損益計算書

に反映したことによるものです。
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当中間連結会計期間末の財政状態の概況は、次のとおりです。

当中間連結会計期間末の純資産は、親会社株主に帰属する中間純利益が増加したことにより前連結会計年度末に

比べ15,245百万円増加し47,972百万円となりました。また、総資産が18,386百万円増加し72,366百万円となったこ

とにより、自己資本比率は66.3％となりました。

 なお、2026年２月17日に行われた株式会社ニューテックとの企業結合に係る暫定的な会計処理が当中間連結会計

期間に確定したため、前連結会計年度末との比較・分析は、暫定的な会計処理の確定による見直し後の金額を用い

ております。詳細は、「第４　経理の状況　１　中間連結財務諸表　注記事項（企業結合等関係）」をご参照くだ

さい。

増減の主なものは、以下のとおりです。

流動資産は、全体で前連結会計年度末に比べ19,187百万円増加し49,326百万円となりました。これは、売上債権

が回収により560百万円減少したものの、有価証券が13,000百万円および現金及び預金が6,920百万円それぞれ増加

したことによるものです。

固定資産は、全体で前連結会計年度末に比べ800百万円減少し23,039百万円となりました。これは、投資その他の

資産が1,898百万円増加したものの、有形固定資産が米沢アドバンスドファクトリー構想に係る新工場の建設等によ

る増加があった一方、神奈川県相模原市の土地売却等により2,665百万円減少したことによるものです。

負債は、全体で前連結会計年度末に比べ3,141百万円増加し24,393百万円となりました。これは、借入金が5,495

百万円、未払費用が149百万円それぞれ減少したものの、未払法人税等が7,903百万円および未払金が1,556百万円そ

れぞれ増加したことによるものです。

 
(2) キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ6,690百万円増加し、17,084百万

円となりました。

営業活動によるキャッシュ・フローは、1,543百万円の収入(前年同中間期は577百万円の収入)となりました。こ

れは、投資活動および財務活動によるキャッシュ・フローを除く税金等調整前中間純利益の計上および売上債権の

回収による収入によるものです。

投資活動によるキャッシュ・フローは、11,640百万円の収入(前年同中間期は721百万円の支出)となりました。こ

れは、有価証券の増加による支出はありましたが、有形固定資産の売却による収入があったことによるものです。

財務活動によるキャッシュ・フローは、6,596百万円の支出(前年同中間期は1,658百万円の支出)となりました。

これは、配当金の支払や長短借入金の返済による支出があったことによるものです。

 
(3) 優先的に対処すべき事業上および財務上の課題

当中間連結会計期間において、新たに発生した事業上および財務上の対処すべき課題はありません。

当企業グループは、前事業年度の有価証券報告書に記載の対処すべき課題に継続して取組んでまいります。

 
（株式会社の支配に関する基本方針）

　当中間連結会計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した株式会社の支配に関する基本方針につい

て重要な変更はありません。
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(4) 研究開発活動

当企業グループにおける研究開発活動は、事業運営に直結する新技術および新商品の開発を推進するとともに、

重点事業領域における競争力強化および将来の事業成長を支えるコア技術の確立を目的として取組んでおります。

当中間連結会計期間においては、中期経営計画「変革から成長へ」の基本方針に基づき、プロダクト事業、EMS事

業、デバイス事業およびシステム事業の重点４事業を中心に研究開発活動を推進いたしました。特に、「現場価値

を実装するニッチトップ企業」の実現に向け、現場課題の解決に直結する技術開発および差別化技術の強化に取組

んでおります。

プロダクト事業においては、「Office AGENT」を中心としたコミュニケーション、セキュリティおよびワークス

タイル領域における製品・サービスの高度化を目的として、AI技術、ネットワーク技術およびセキュリティ技術の

研究開発を推進いたしました。

EMS事業においては、設計から製造、保守までを含む一気通貫型EMS事業の競争力強化を目的として、生産性向上

技術、品質保証技術および環境配慮型モノづくり技術の研究開発を推進いたしました。

デバイス事業においては、有機ELデバイスに関する差別化技術の研究開発を継続し、特殊光源の高出力化や透明

OLEDの長寿命化・低コスト化など、高付加価値製品の競争力強化に取組むとともに、有機EL技術で培った知見を活

用した新たな技術領域の研究開発に着手しました。

システム事業においては、「SK VMS」を活用した映像プラットフォーム技術の強化を図るとともに、映像AI、

エッジ解析技術およびAIエージェント技術の研究開発を推進し、映像を重要な情報資産として活用するソリュー

ションの実現に取組みました。

また、事業横断的な取組みとして、AI技術、音声技術、映像技術、データ活用技術および環境配慮技術に関する

研究開発を継続し、各事業領域への展開を進めております。

なお、当中間連結会計期間における研究開発費総額は、1,707百万円であります。

 
(5) 経営成績に重要な影響を与える要因

当企業グループの主力市場である情報通信ネットワーク関連市場においては、多様化、高度化したネットワーク

を活用した様々な事業が生まれるなど大きな変化が続いております。

このような市場環境の変化と資材調達環境の変化により、当企業グループの業績も影響を受けます。

 
(6) 資本の財源および資金の流動性についての分析

当企業グループは、運転資金および設備投資資金につきましては、内部資金を充当し、必要に応じ金融機関から

の借入により調達することとしております。このうち借入による資金調達に関しましては、運転資金については主

に期限が１年以内の短期借入金により調達しており、設備投資資金およびM&A資金等については長期借入金等により

調達しております。

 

(7) 経営者の問題意識と今後の方針について

当企業グループが関連する情報通信ネットワーク関連市場は、急速な技術革新と競争の激化などによりめまぐる

しく変化する環境下にありますが、当企業グループは、このような変化に柔軟に対応し、現在の事業環境および入

手可能な情報に基づき、最善の経営方針を立案するよう心がけております。

具体的には、前事業年度の有価証券報告書の経営方針、経営環境および対処すべき課題等に記載のとおりであ

り、それらの課題に継続して取組んでまいります。

 
３ 【重要な契約等】

　該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 72,000,000

計 72,000,000
 

 
② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2026年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2026年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 18,734,886 18,734,886
東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式数は
100株であります。

計 18,734,886 18,734,886 ― ―
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。　

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2026年４月１日～
2026年９月30日

12,489,924 18,734,886 ─ 10,836 ─ 3,000
 

（注）当社は、2026年４月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。

 

EDINET提出書類

サクサ株式会社(E01874)

半期報告書

 7/24



 

(5) 【大株主の状況】

2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

沖電気工業株式会社 東京都港区虎ノ門１－７－１２ 2,442 13.96

ＧＬＯＢＡＬ　ＭＡＮＡＧＥＭ
ＥＮＴ　ＰＡＲＴＮＥＲＳ　Ｌ
ＩＭＩＴＥＤ（常任代理人　シ
ティバンク、エヌ・エイ東京支
店）

ＡＥＳＣＨＥＮＶＯＲＳＴＡＤＴ　
１，　ＣＨ－４００２　ＢＡＳＥＬ　Ｓ
ＷＩＴＺＥＲＬＡＮＤ（東京都新宿区新
宿６－２７－３０）

2,141 12.24

ＡＶＩ　ＪＡＰＡＮ　ＯＰＰＯ
ＲＴＵＮＩＴＹ　ＴＲＵＳＴ　
ＰＬＣ（常任代理人　株式会社
みずほ銀行決済営業部）

ＢＥＡＵＦＯＲＴ ＨＯＵＳＥ ＥＸＥＴ
ＥＲ ＥＸ４ ４ＥＰ ＵＮＩＴＥＤ　ＫＩ
ＮＧＤＯＭ（東京都港区港南２－１５－
１　品川インターシティＡ棟）

1,116 6.38

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１－５－５ 701 4.01

三菱地所株式会社 東京都千代田区大手町１－１－１ 690 3.94

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１－１－２ 530 3.03

ＩＮＴＥＲＡＣＴＩＶＥ ＢＲＯ
ＫＥＲＳ ＬＬＣ（常任代理人　
インタラクティブ・ブローカー
ズ証券株式会社）

ＯＮＥ ＰＩＣＫＷＩＣＫ ＰＬＡＺＡ　
ＧＲＥＥＮＷＩＣＨ， ＣＯＮＮＥＣＴＩ
ＣＵＴ ０６８３０ ＵＳＡ（東京都千代
田区霞が関３－２－５）

382 2.19

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内１－４－５ 287 1.65

みずほ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１－３－３ 270 1.54

ＳＧ／ＵＣＩＴＳ　Ｖ／ＩＮＶ
（常任代理人　香港上海銀行東
京支店）

ＳＯＣＩＥＴＥ　ＧＥＮＥＲＡＬＥ　２
９　ＢＯＵＬＥＶＡＲＤ　ＨＡＵＳＳＭ
ＡＮＮ　ＰＡＲＩＳ　－　ＦＲＡＮＣＥ
（東京都中央区日本橋３－１１－１）

256 1.47

計 ― 8,819 50.42
 

(注)　１　当社は、自己株式1,243,356株を保有しておりますが、上記の「大株主の状況」からは除いており

ます。

２　沖電気工業株式会社の所有株式数には、同社が退職給付信託の信託財産として拠出している当社

株式1,817,940株を含んでおります。(株主名簿上の名義は、「みずほ信託銀行株式会社 退職給付

信託 沖電気工業口 再信託受託者 株式会社日本カストディ銀行」であります。)

３　株式会社みずほ銀行の所有株式数には、同社が退職給付信託の信託財産として拠出している当社

株式533,400株を含んでおります。(株主名簿上の名義は、「みずほ信託銀行株式会社 退職給付信

託 みずほ銀行口 再信託受託者 株式会社日本カストディ銀行」であります。)
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2026年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 ― ―

1,243,300

完全議決権株式(その他)
普通株式

174,361 ―
17,436,100

単元未満株式
普通株式

― 単元(100株)未満の株式
55,486

発行済株式総数 18,734,886 ― ―

総株主の議決権 ― 174,361 ―
 

(注)　１　「完全議決権株式(その他)」欄および「単元未満株式」欄の普通株式には、株式会社証券保管振

替機構名義の株式がそれぞれ1,000株および80株含まれております。また、「議決権の数」欄に

は、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数10個が含まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が56株含まれております。

 

② 【自己株式等】

2026年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)      

 サクサ株式会社 
東京都港区三田１－４－２
８ 三田国際ビル

1,243,300 ― 1,243,300 6.64

計 ― 1,243,300 ― 1,243,300 6.64
 

(注)１　上記のほか、当社が所有する株式1,500株（議決権数15個）について、株主名簿上は、当社名義と

なっておりますが、当該株式は当社が実質的に保有していない株式です。なお、当該株式は、上記

の「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」および「総株主の議決権」欄に含めております。

 
２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当中間会計期間における役員の異動はありません。

 

EDINET提出書類

サクサ株式会社(E01874)

半期報告書

 9/24



第４ 【経理の状況】

 

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(1976年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間(2026年４月１日から2026年９月

30日まで)に係る中間連結財務諸表について、アーク有限責任監査法人による期中レビューを受けております。 
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１ 【中間連結財務諸表】

(1) 【中間連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 10,394 17,314

  受取手形、売掛金及び契約資産 8,983 8,128

  電子記録債権 1,880 2,174

  有価証券 － 13,000

  商品及び製品 2,486 2,398

  仕掛品 998 1,191

  原材料及び貯蔵品 4,423 4,456

  その他 979 663

  貸倒引当金 △6 △0

  流動資産合計 30,139 49,326

 固定資産   

  有形固定資産   

   土地 6,979 2,974

   その他（純額） 3,115 4,454

   有形固定資産合計 10,094 7,428

  無形固定資産   

   のれん 1,471 1,398

   顧客関連資産 1,546 1,468

   ソフトウエア 1,020 1,137

   その他 37 37

   無形固定資産合計 4,075 4,042

  投資その他の資産   

   投資有価証券 3,893 5,023

   退職給付に係る資産 4,477 5,079

   その他 1,360 1,503

   貸倒引当金 △61 △39

   投資その他の資産合計 9,669 11,567

  固定資産合計 23,839 23,039

 資産合計 53,979 72,366
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 3,818 3,694

  短期借入金 5,896 873

  未払金 1,431 2,988

  未払費用 712 562

  未払法人税等 165 8,068

  未払消費税等 338 209

  賞与引当金 1,200 1,100

  役員賞与引当金 3 －

  製品保証引当金 263 199

  解体費用引当金 6 6

  その他 3,414 3,369

  流動負債合計 17,251 21,073

 固定負債   

  長期借入金 719 246

  退職給付に係る負債 682 612

  その他 2,598 2,460

  固定負債合計 4,001 3,319

 負債合計 21,252 24,393

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 10,836 10,836

  資本剰余金 5,909 5,965

  利益剰余金 12,896 27,426

  自己株式 △1,325 △1,257

  株主資本合計 28,316 42,971

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 1,495 2,265

  退職給付に係る調整累計額 2,915 2,736

  その他の包括利益累計額合計 4,410 5,001

 純資産合計 32,727 47,972

負債純資産合計 53,979 72,366
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(2) 【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

営業収益   

 売上高 22,102 23,049

 不動産賃貸収入 99 83

 営業収益合計 22,202 23,133

売上原価 15,514 16,533

売上総利益 6,688 6,599

販売費及び一般管理費 ※1  5,521 ※1  5,693

営業利益 1,167 906

営業外収益   

 受取利息 2 81

 受取配当金 57 77

 為替差益 0 10

 その他 33 19

 営業外収益合計 94 189

営業外費用   

 支払利息 18 17

 支払手数料 5 6

 譲渡制限付株式関連費用 － 13

 その他 8 12

 営業外費用合計 32 48

経常利益 1,229 1,046

特別利益   

 固定資産売却益 0 23,177

 投資有価証券売却益 0 0

 特別利益合計 0 23,177

特別損失   

 固定資産除却損 6 5

 固定資産売却損 0 0

 減損損失 30 －

 事業構造改善費用 － 1,402

 その他 2 4

 特別損失合計 40 1,413

税金等調整前中間純利益 1,189 22,810

法人税、住民税及び事業税 150 7,816

法人税等還付税額 △9 －

法人税等調整額 225 △638

法人税等合計 366 7,177

中間純利益 822 15,633

親会社株主に帰属する中間純利益 822 15,633
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【中間連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

中間純利益 822 15,633

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 302 770

 退職給付に係る調整額 △73 △179

 その他の包括利益合計 228 590

中間包括利益 1,051 16,224

（内訳）   

 親会社株主に係る中間包括利益 1,051 16,224
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(3) 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前中間純利益 1,189 22,810

 減価償却費 411 458

 減損損失 30 －

 のれん償却額 － 73

 顧客関連資産償却費 － 77

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △1 △28

 賞与引当金の増減額（△は減少） △363 △99

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － △69

 退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △46 －

 製品保証引当金の増減額（△は減少） △59 △64

 受注損失引当金の増減額（△は減少） △6 －

 役員賞与引当金の増減額（△は減少） △76 △3

 受取利息及び受取配当金 △60 △159

 支払利息 18 17

 為替差損益（△は益） △29 △102

 投資有価証券売却損益（△は益） 0 △0

 固定資産売却損益（△は益） 0 △23,177

 固定資産除却損 6 5

 会員権売却損益(△は益) － 4

 前払年金費用の増減額（△は増加） － △602

 事業構造改善費用 － 1,402

 事業譲渡損益（△は益） 2 －

 売上債権の増減額（△は増加） 342 757

 棚卸資産の増減額（△は増加） 66 △137

 仕入債務の増減額（△は減少） △189 △123

 その他 △368 207

 小計 865 1,245

 利息及び配当金の受取額 60 159

 利息の支払額 △17 △17

 法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △330 156

 営業活動によるキャッシュ・フロー 577 1,543
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           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の純増減額（△は増加） － △230

 有価証券の純増減額（△は増加） － △13,000

 有形固定資産の取得による支出 △264 △1,924

 有形固定資産の売却による収入 2 27,445

 無形固定資産の取得による支出 △200 △358

 投資有価証券の取得による支出 △308 △2

 投資有価証券の売却による収入 0 0

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

－ △286

 事業譲渡による収入 10 －

 敷金及び保証金の差入による支出 △169 △4

 有形固定資産の売却に係る手付金収入 208 －

 その他 0 0

 投資活動によるキャッシュ・フロー △721 11,640

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の増減額（△は減少） △200 △4,900

 長期借入金の返済による支出 △506 △595

 自己株式の取得による支出 △1 △0

 配当金の支払額 △949 △1,099

 その他 △1 △0

 財務活動によるキャッシュ・フロー △1,658 △6,596

現金及び現金同等物に係る換算差額 29 102

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,772 6,690

現金及び現金同等物の期首残高 10,291 10,394

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※1  8,518 ※1  17,084
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【注記事項】

（中間連結損益計算書関係）

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額は、次のとおりであります。

 

 
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

給料賃金 1,406百万円 1,645百万円

研究開発費 546 〃 550 〃

賞与引当金繰入額 528 〃 459 〃

減価償却費 44 〃 59 〃
 

（表示方法の変更）

当中間連結会計期間において、「研究開発費」は、明瞭性を高める観点から、販売費及び一般管理費の主要

な費目として表示しております。この表示方法の変更を反映させるため、前中間連結会計期間においても主要

な費目として表示しております。

当中間連結会計期間において、「退職給付費用」は、金額的重要性が乏しくなったため、販売費及び一般管

理費の主要な費目から除いております。なお、前中間連結会計期間の「退職給付費用」は３百万円でありま

す。

 
（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のと

おりであります。

 

 
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

現金及び預金勘定 8,518百万円 17,314百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 － 〃 △230 〃

現金及び現金同等物 8,518百万円 17,084百万円
 

 

（株主資本等関係）

前中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年６月26日
定時株主総会

普通株式 955 165.00 2025年３月31日 2025年６月27日 利益剰余金
 

(注) 2025年６月26日定時株主総会決議による１株当たり配当額には、当企業グループ設立20周年記念配当30円が

含まれております。

 
２　基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるも

の

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年11月13日
取締役会

普通株式 667 115.00 2025年９月30日 2025年12月12日 利益剰余金
 

(注) 2025年11月13日取締役会決議による１株当たり配当額には、特別配当50円が含まれております。
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３　株主資本の金額の著しい変動　

当社は、2025年６月26日開催の取締役会決議に基づき、譲渡制限付株式報酬として2025年７月25日付で自己株

式19,500株の処分を行いました。また、単元未満株式の買取も行った結果、当中間連結会計期間において自己株

式が57百万円減少し、当中間連結会計期間末において自己株式が1,323百万円となっております。

 

当中間連結会計期間(自 2026年４月１日 至 2026年９月30日)

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年６月25日
定時株主総会

普通株式 1,103 190.00 2026年３月31日 2026年６月26日 利益剰余金
 

(注) １ 2026年６月25日定時株主総会決議による１株当たり配当額には、特別配当120円が含まれております。

２ 当社は、2026年４月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。上記は、当該

株式分割前の実際の配当金の額を記載しております。

 

２　基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるも

の

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年11月12日
取締役会

普通株式 1,066 61.00 2026年９月30日 2026年12月14 日 利益剰余金
 

(注) １ 2026年11月12日取締役会決議による１株当たり配当額には、特別配当39円が含まれております。

２ 当社は、2026年４月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。上記は、当該

株式分割後の実際の配当金の額を記載しております。なお、株式分割を考慮しない場合の当該１株当たり

配当額は183円00銭（普通配当66円00銭、特別配当117円00銭）となります。

 
３　株主資本の金額の著しい変動　

当社は、2026年６月25日開催の取締役会決議に基づき、譲渡制限付株式報酬として2026年７月24日付で自己株

式67,800株の処分を行いました。また、単元未満株式の買取も行った結果、当中間連結会計期間において自己株

式が68百万円減少し、当中間連結会計期間末において自己株式が1,257百万円となっております。

 
（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前中間連結会計期間（自 2025年４月１日 至 2025年９月30日）

当企業グループは、主として情報通信システム機器および部品の開発、製造および販売、ならびにこれらに付帯

するサービスおよびシステム構築を提供する事業を行っており事業区分が単一セグメントであるため、記載を省略

しております。

 
当中間連結会計期間（自 2026年４月１日 至 2026年９月30日）

当企業グループは、主として情報通信システム機器および部品の開発、製造および販売、ならびにこれらに付帯

するサービスおよびシステム構築を提供する事業を行っており事業区分が単一セグメントであるため、記載を省略

しております。

 

EDINET提出書類

サクサ株式会社(E01874)

半期報告書

18/24



 

（企業結合等関係）

（企業結合に係る暫定的な処理の確定）

2026年２月17日に行われた株式会社ニューテックとの企業結合について、前連結会計年度において暫定的な会

計処理を行っておりましたが、当中間連結会計期間に確定しております。

暫定的な会計処理の確定に伴い、当中間連結会計期間の中間連結財務諸表に含まれる比較情報において、取得

原価の当初配分額に重要な見直しが反映されております。

この見直しにより、暫定的に算定されたのれんの金額2,530百万円は、会計処理の確定により1,059百万円減少

し、1,471百万円となっております。のれんの減少は、顧客関連資産に1,546百万円、固定負債のその他に487百万

円をそれぞれ配分したことによるものであります。

この結果、前連結会計年度末の連結貸借対照表は、のれんが1,059百万円減少し、顧客関連資産が1,546百万

円、固定負債のその他が487百万円それぞれ増加しております。

のれんおよび顧客関連資産の償却期間は10年としております。

なお、会計処理の確定による前中間連結会計期間の中間連結損益計算書への影響はありません。

 
（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 
（分解情報の区分変更）

当企業グループは単一セグメントでありますが、当中間連結会計期間より、顧客との契約から生じる収益を分

解した情報について、中期経営計画「変革から成長へ」の事業内容を適切に表示するために表示方法を変更して

おります。なお、当該区分変更を反映させるため、前中間連結会計期間についても組替えを行ったものを記載し

ております。

 
前中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

   (単位：百万円)

 
一時点で移転
される財

一定の期間に渡り
移転されるサービス

合計

プロダクト事業 12,384 156 12,541

EMS事業 4,432 － 4,432

デバイス事業 2,362 － 2,362

システム事業 2,407 355 2,762

顧客との契約から生じる収益 21,586 512 22,099

その他の収益 3 99 103

外部顧客の営業収益 21,590 612 22,202
 

(注) 企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」に基づく不動産賃貸収入は、「その他の収益」に含め

ております。
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当中間連結会計期間(自 2026年４月１日 至 2026年９月30日)

   (単位：百万円)

 
一時点で移転
される財

一定の期間に渡り
移転されるサービス

合計

プロダクト事業 11,888 181 12,070

EMS事業 2,857 － 2,857

デバイス事業 2,359 － 2,359

システム事業 5,342 417 5,759

顧客との契約から生じる収益 22,448 599 23,047

その他の収益 2 83 85

外部顧客の営業収益 22,450 682 23,133
 

(注) 企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」に基づく不動産賃貸収入は、「その他の収益」に含め

ております。

 
（１株当たり情報）

１株当たり中間純利益および算定上の基礎は、次のとおりであります。

 

項目
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

１株当たり中間純利益 47.30 895.76

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益（百万円） 822 15,633

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
中間純利益（百万円）

822 15,633

普通株式の期中平均株式数（千株） 17,391 17,452
 

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり中間純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ 当社は、2026年４月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。１株当

たり中間純利益につきましては、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して算定

しております。
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２ 【その他】

第24期（2026年４月１日から2027年３月31日）中間配当について、2026年11月12日開催の取締役会において、2026

年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　  1,066百万円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　   61円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　　　2026年12月14日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

 

 

2026年11月12日

サクサ株式会社

　取締役会 御中

アーク有限責任監査法人

東京オフィス
 

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 二口　嘉保  
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 小泉 智則  

 

 
監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているサクサ株式会社

の2026年４月１日から2027年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年４月１日から2026年９月30日ま

で）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間

連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、期中連結財務諸表に係る我が国において

一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、サクサ株式会社及び連結子会社の2026年９月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用

される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中

間連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財

務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づ

いて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 
中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、期中連結財務諸表に係る我が国に

おいて一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認めら

れないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告
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書において中間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注

記事項が適切でない場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業

は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連

結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の

結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 
 

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。
 ２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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